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問い合せ先

「きぼう」の船外実験プラットフォーム
に設置した無線実験装置

タイ北部チェンマイの森林内に設置
した森林火災センサー送信機

宇宙と国産通信技術を用いた
森林火災早期検知システムの国際展開

１．宇宙開発利用の新たな領域創造への貢献
ソニーはIoT向け低消費電力広域通信規格（LPWA）「ELTRES」を独自
に開発し、国内において商用サービスを展開している。地上においてわず
か20mWの送信電力で、見通し100km以上の安定した長距離通信を可
能とするELTRESを活用し、地球全体をカバーする超広帯域通信ネットワー
クの構築に取り組んでいる。具体的には、ELTRES対応の通信端末を、地上
からの完全な見通しを確保できる人工衛星に搭載し、宇宙地上間の通信
を可能にすることで、山岳・森林地帯・海洋など従来の通信網がカバーで
きない領域も含めて場所の制約を受ける事なく通信できる技術の開発と
実証実験を行っている。

２．宇宙開発利用市場の拡大への貢献
　産業・地域によって異なる課題やニーズに適応するため、宇宙空間を活
用した通信ネットワークを軸に、センサーやデータ分析ツールなどのソニー
グループの技術を提案することで、人々が自ら課題解決のための技術や
ソリューションを開発できる環境を提供している。タイにおける実証実験に
おいても、チェンマイ大学が開発する粒子センサーに対してソニーの
ELTRES対応データ送信機を提案することで、センシングデータを森林火
災の早期検知に有効活用できる可能性を示せた。このように、従来の衛星
を活用したリモートセンシングでは捉えられないような微小な変化を地上
でセンシングし、長距離伝送して活用する仕組みを提案し、新たな衛星通
信技術とそのほかの技術の融合の可能性や、環境問題や社会課題の解決
に向けた新たなソリューション展開の事例を示し、宇宙空間の利用拡大に
貢献している。

３．経済・社会の高度化への貢献
地球温暖化に端を発する気候変動により、日本を含む東アジアから東南

アジアにかけて自然災害の激甚化が予想されており、衛星を活用した超広
域通信ネットワークに加え、センシングやAIなどの技術を組み合わせるこ
とで、森林火災・河川氾濫・土砂災害・洪水・津波・地震といった様々な

災害の早期検知や被害の未然防止に貢献できる可能性がある。現在、タイ
地理情報・宇宙技術開発機関（GISTDA）やチェンマイ大学などとの協働
を通じて、宇宙関連技術をはじめとする両国の技術を組み合わせ、森林火
災の未然防止のためのシステムの構築を進めている。また技術提供に加
えて提供した技術を使いこなすための教育も実施することで、現地の人々
や社会が自らの問題を自ら解決可能な状況を創り上げていく。

４．技術への貢献
2021年10月から2022年3月まで、地上から400kmの宇宙空間に

ある国際宇宙ステーションの日本実験棟「きぼう」の船外実験プラット
フォームにELTRES対応受信機を設置し、2021年12月に地上宇宙間の
データ伝送に成功した。また、海外への展開においては、2022年からタ
イ北部チェンマイにおいて、森林内に粒子センサーとELTRES送信機を組
み合わせた機器を使って、地上のセンシングデータの伝送実験と有効性
の検証を行うなど、実用化に向けた活動実績も重ねている。宇宙での受
信機の開発や、地上で活用するデバイスの開発においては、ソニーがエ
レクトロニクス開発で培ってきた知見を活かし、既存技術を有効活用する
事でIoT普及やデータ活用における技術開発のハードルという課題にも
アプローチしている。

５．国民理解の増進・人材育成への貢献
　国内外で様々な産業や大学などの研究機関、政府・自治体と連携して
実証実験を行い、学会やイベント登壇を通じてこれらの活動の成果を積極
的に発信している。特に、技術の社会実装に向けては、ユーザーがそれぞ
れのニーズに応じて技術やデータの活用ができることを重視しており、
ワークショップやハッカソンなどを通じて、次世代の衛星通信技術を活用し
たユースケースの発掘や技術開発のノウハウの伝承を実施し、人材育成に
も取り組んでいる。

　森林火災の検知を実現したシステムで、東南アジアが抱える課題を地上の既存技術を宇宙に応用すること
で解決をしている。災害国である日本と親和性が高い輸出事例になり得る。省電力での送信が可能で途上国
含めての活用に期待できる。
国際宇宙ステーションに搭載した無線実験装置にて実証実験を行い、リモートセンシングでは捉えられな

かった森林火災を検知するといった社会課題の解決に具体的な結びつく案件であり、高く評価できる。

　東南アジアでは、野焼きが原因で森林火災が多発しており、地上生態系の破壊や煙害による住民健康被害
が大きな社会問題となっている。被害の軽減には早期発見と早期消火が重要である一方で、山岳・森林地帯は
既存の通信網や電力網の範囲外であり、火災を検知可能なセンサーを設置したとしても、その情報を速やか
に通知することができない課題があった。これに対し、ソニーは、国際宇宙ステーションの日本実験棟「きぼう」
の船外実験プラットフォームに設置した、独自の低消費電力広域通信規格（LPWA）であるELTRES™対応の
無線実験装置を活用することで、既存のインフラではカバーできない場所でも、データの長距離伝送が可能
にする仕組みを提案。タイの森林に設置したセンサーが火災初期の煙の粒子をとらえた電波を同実験装置で
受信し、地上に通知する一連のプロセスの検証を通じて、これらの技術が従来の衛星からのリモートセンシング
では捉えることが困難だった森林火災をとらえ、被害軽減に有益であることを示すことができた。
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問い合せ先 高知工業高等専門学校

総務大臣賞
第6回 宇宙開発利用大賞 

10

ソニーグループ株式会社　木村 学、 堀井 昭浩

高専発の超小型衛星開発を通した
次世代宇宙人材育成の展開

文部科学大臣賞
第6回  宇宙開発利用大賞 

高知工業高等専門学校　今井 一雅

１．宇宙開発利用の新たな領域創造への貢献
　国立高専初の超小型衛星「KOSEN-1」の開発には、2 年半をかけ
て 50 人を超える高専生が参加し、令和 3 年 11 月 9 日に JAXA 
イプシロンロケット５号機により打ち上げに成功した。この KOSEN-1 
衛星は、JAXA の革新的衛星技術実証プログラムに採択されたもの
で、（1）超高精度姿勢制御技術、（2）超小型 Linux マイコンボードに
よる OBC（オンボードコンピューター）、の先進的な技術実証を行うこ
とに成功した。また、文部科学省の宇宙航空科学技術推進委託費に採
択された実践的若手宇宙人材育成プログラムを出発点とし、「高専ス
ペース連携」で提案された宇宙人材育成プログラムが 3 回連続採択
され、高専型次世代宇宙人材の育成を展開してきた。

２．宇宙開発利用市場の拡大への貢献
　従来の CubeSat ではスペース的な問題や電力消費の問題で、姿
勢制御装置を積極的に導入することができなかった。KOSEN-1 衛星
に搭載されたデュアルリアクション・ホイールは、コンパクトで姿勢を変
える時だけ電力消費があることから、CubeSatへの応用が期待され
る。また、CubeSat の心臓部のコンピュータ（OBC）には、PIC マイコ
ンや H8 マイコンなどが使われてきたが、KOSEN-1 衛星で採用され
たラズベリーパイ CM1 は、安価な民生品で汎用性があることから、
今後の CubeSat への採用が期待され、そのソフト開発を含めた企業
化も可能となっていくと考えられる。

３．経済・社会の高度化への貢献
　超小型衛星「KOSEN-1」に搭載されている超小型Linuxマイコン
ボードによる OBC には、教育用マイコンボードとして世界的に普及し
ているラズベリーパイ(Raspberry Pi)が使われている。このラズベ

リーパイのマイコンボードは、子供から大人まで親しまれており、IoT 
の中核としても多くの事例がある。令和 3 年 11 月 23 日に発表さ
れた「みんなのラズパイコンテスト 2021」では、「ラズパイ衛星 
KOSEN-1」が、最高賞のグランプリ賞に匹敵する特別賞を受賞して
おり、開発中のKOSEN-2R 衛星と KOSEN-3 衛星には、継続して 
Raspberry Pi が OBC に採用されていることから、今後、そのノウハ
ウが IoT 等の利用に広範囲につながっていくと期待される。

４．技術への貢献
　KOSEN-1 衛星での姿勢制御には世界特許を持つデュアル・リアク
ションホイールを衛星として初めて搭載し、高精度の衛星の姿勢制御
の実証実験を行った。このデュアル・リアクションホイールは、2 つの
回転円盤をお互いに逆方向へ動かすタイミングを調整することにより
姿勢制御が可能なもので、高専生が手作業でエナメル線を巻いた自
主開発の平面モータを 2 個小型化して衛星に実装している。
　KOSEN-1 衛星では、この世界初の試みに成功し、安価な超低消費
電力の姿勢制御装置として、様々な衛星への応用が可能となり、新し
い姿勢制御技術としての貢献が期待される。

５．国民理解の増進・人材育成への貢献
　KOSEN-1 衛星開発においては、様々な高専の学科から 50 名を
超える学生が参画しており、本科 5 年の卒業研究や専攻科の特別研
究に取り組む学生だけでなく、各高専の宇宙科学研究部などの部活
動に参加する学生（16 歳から 20 歳までの広い年齢層）も参加した。
　本格的な衛星開発に携わる学生としては最年少となり、高専での人
材育成が、宇宙産業へも貢献できることを多くの報道で示してきた。

　高専は、宇宙の技術開発及び人材育成においてきわめて重要な位置づけにあり、その中で、継続した衛星開発・打ち上げを通した人材育成
が行われていることはすばらしい活動である。今後、現在のNew Spaceの人材不足解消につながることを期待したい。
　国内の高専が連携し超小型衛星「KOSEN-1」の開発・打上げ後の運用までを実施したもので、国内の宇宙関連人材の育成に多大な貢献を
している。また、単発の取組ではなく、同じく高専連携による「KOSEN-２R」、「KOSEN-3」の開発が行われている点も継続性を示すものとして評
価できる。

　国立高専初となる超小型衛星「KOSEN-1」が高専連携で
開発され、打ち上げに成功した。これを出発点として、高専衛
星シリーズとなるKOSEN-2R衛星とKOSEN-3 衛星の打ち
上げに向けて、継続的な高専連携による衛星開発が行われ
ている。この衛星開発を高専における究極のものづくり教育
として位置付け、幅広い学生を対象とした宇宙人材育成に
関する教育プログラムを立ち上げ、広範囲かつ高い専門性
を持つ次世代宇宙人材の育成を展開している。




